
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後の小規模火力発電等の環境保全について 

（課題・論点のとりまとめ） 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 27 年 12月 

小規模火力発電等の環境保全に関する検討会 



1 

目次 

はじめに ................................ ............................  1 

第Ⅰ部 小規模火力発電の環境保全 

１．背景 ................................ ............................  2 

２．現状の課題 ................................ ......................  5 

２－１ 温室効果ガスの排出 ................................ ............  5 

２－２ 大気環境等への影響 ................................ ............  9 

２－３ よりよい環境保全のための意見聴取・情報交流.....................11  

３．現在実施・検討されている対応策と課題・特徴等 ..................  13 

３－１ 温室効果ガスの排出削減対策 ................................ ...  13 

３－２ 大気環境等の保全対策 ................................ .........  15 

３－３ よりよい環境保全のための意見聴取・情報交流の推進 .............  18 

４．追加的な施策の検討に当たっての論点 ............................  19 

４－１ 環境影響評価法の対象規模の見直し .............................  19 

４－２ ガイドライン（事例とりまとめ）の充実及びフォローアップの継続（自主

的な環境アセスメントの推奨） ................................ .  24 

４－３ 温室効果ガス排出抑制等指針のエネルギー転換部門の策定 .........  25 

 

第Ⅱ部 ボイラーの交換・改造のみによる燃料転換の環境保全 

１．背景 ................................ ...........................  27 

２．現状の課題 ................................ .....................  29 

３．現在実施・検討されている対応策と課題・特徴等 ..................  31 

４．追加的な施策の検討に当たっての論点 ............................  32 

 

おわりに ................................ ...........................  34 

 

小規模火力発電等の環境保全に関する検討会 委員名簿 

小規模火力発電等の環境保全に関する検討会 検討経緯 

参考資料集 

関係団体ヒアリングご意見要旨・現地視察概要 

事業者・地方自治体調査結果



1 

はじめに 

 

─ └∫ ╛ ◦☻♥ⱶ ─ ╩╘←╢ ╩

⌐⁸ ⁸ 81 ─ ─

1 11.25 kW⁹ ₈ ₉≤™℮⁹ ─ ─ ה

⅜ ⇔≡™╢⁹↓─ ╩ ╕ⅎ⁸ ≢│⁸ ─

╠⅜ ⌂ ─ ╩ ∂╢√╘─ ≤⇔≡⁸ ╩ ה

≤╡╕≤╘√₈ ⌐ ╢ ●▬♪ꜝ▬fi ╛ ─

⌐ ↄ↔ ™√∞ↄ√╘─ ≤╡╕≤╘ ₉ ₈●▬♪

ꜝ▬fi ≤╡╕≤╘ ₉≤™℮⁹ ╩ 26 10 ⌐ ⇔⁸↕╠⌐⁸ 26

12 ⅛╠ 27 ⌐⅛↑≡⁸ ⌐ ╢ ●▬♪ꜝ▬

fi⌐ ∆╢ⱨ◊꜡כ▪♇ⱪ ₈ⱨ◊꜡כ▪♇ⱪ ₉≤™℮⁹ ╩

⇔√⁹ⱨ◊꜡כ▪♇ⱪ ≢│⁸ ╙ ⅝ ⅝⁸ ─ ⌐≈

™≡ ₁⌂ ⅛╠ ⌐ ╩ ∫≡™ↄ ⅜№╢↓≤⅜ ↕╣√⁹╕√⁸₈

₉ 27 30 ⌐⅔™≡⁸₈ ⁸ ─

╩ ╕ⅎ≈≈⁸ ●▬♪ꜝ▬fi╩⁸ ─ ╛ ─ ≢│⌂ↄ ≢№╢↓≤╩

⌐ ⇔⌂⅜╠ ∆╢⁹₉≤↕╣√⁹ 

27 ⌐│⁸ ⌐⅔

™≡⁸ ⌐ ╢ ╛ ⌐ ℮ ─ ⌐⅔↑

╢ ▪☿☻ⱷfi♩ ─ ™ ⌐ ∆╢ ⅜ ╦╣√⁹ 

↓╣╠─ ╩ ╕ⅎ⁸ ─ ⌐ ∆╢ ₈

₉≤™℮⁹ ⌐⅔™≡⁸ ─ ⌐≈™≡⁸ ₁⌂

⅛╠ ⌐ ╩ ™⁸ ─ ─ ⌐≈™≡⁸ ה

╩≤╡╕≤╘√⁹ 



2 

第Ⅰ部 小規模火力発電の環境保全 

１．背景 

東日本大震災以降の電力ひっ迫状況や電力システム改革等の電力をめぐる動向を

背景に、近年、環境影響評価法の対象規模未満、特に、第二種事業の規模要件であ

る 11.25 万 kWをわずかに下回る程度の小規模火力発電所の設置等の事業・計画が急

増しています。このような社会情勢の変化による事業・計画の増加は、環境影響評

価法制定当時想定されていない状況であり、環境影響等の観点から事実関係の調査

を行い、課題等の有無を含めた整理・検討が必要です。 
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図１ 東日本大震災前後の火力発電所の設置等の事業・計画状況 
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２．現状の課題 

２－１ 温室効果ガスの排出 

 小規模火力発電所の設置等の事業・計画により、約 1, 100万 t - CO2 の温室効果ガス

の排出が見込まれます。個別発電所で見ると、例えば石炭火力発電の場合、日本の

小規模火力発電の発電効率は世界的に見れば高いものの、一般的に小規模火力発電

の CO2 排出係数は国内の大規模なものと比較して 1 割程度大きくなります。 

温室効果ガスの排出については、世界各国と協調の下で国全体で対策を進めると

ともに、火力発電については、出力規模に応じてそれぞれに発電効率を確保する必

要があります。 

 

（火力発電からの温室効果ガスの排出に関する国全体の状況） 
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図２ 「長期エネルギー需給見通し」と石炭火力発電の新増設計画の現状 
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⌐ ─ ⌐ √∫≡ BAT Best Available Technology ╩ ∆╢
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表１ 新増設される小規模火力発電からの温室効果ガス排出量 

燃料種 
対象事業所数 

（件） 

合計設備容量 

（万 kW) 

温室効果ガス 

排出量試算結果 

（万ｔ- CO2/ 年） 

石炭（バイオマス混焼含む） 14 142 813 

天然ガス 4 36 67 

バイオマス（石炭混焼含む） 8 40 43 

その他（SDAピッチ・石油コークス） 2 21 141 

計 28 239 1, 063 

試算条件 

Å バイオマスは、カーボンニュートラルとして試算した。 

Å 石炭（バイオマス混焼）のうち、混焼率が不明のものは石炭専焼と同等として試算した。バイオマス（石

炭混焼）のうち、混焼率が不明のものはバイオマス専焼と同等として試算した。 

Å 発電効率（発電端・HHV)は、ガイドライン（事例とりまとめ）の掲載値を用いた（PC：39.5%/CFB：

37.5%/GTCC：49%/GT：36%/GE：44%）。ただし石炭（バイオマス混焼を含む）で発電方式が不明の案件は

CFBとして試算した。また燃料種がその他（SDAピッチ及び石油コークス）は、CFB相当（37.5%)として

試算した。 

Å 設備利用率は、本年度事業者調査結果から設定した。（天然ガス 53％、それ以外は 86％） 

Å 新増設された発電所の稼働に伴う既設発電所の休廃止等による CO2排出削減量は見込んでいない。 
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（小規模火力発電による温室効果ガスの排出に関する一般的な個別発電所の状況） 

 ─ ─ │ ⌐ ╣┌ ™╙──⁸ ─╙─≤
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（温室効果ガスの排出による環境影響の評価の考え方） 
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表２ 規模による一般的な温室効果ガス排出係数の比較 

項目 単位 小規模石炭火力発電 大規模石炭火力発電 

CO2 排出係数 kg- CO2/kWh 0.825 0.758 

（参考） 

CO2 排出量 
万 t - CO2/ 年 

622 

（10万ｋW×10基） 

571 

（100万ｋW×1 基） 

試算条件 

Å CO2排出係数は、以下の発電効率（発電端・HHV）を想定した。 

 小規模：39.5%（ガイドライン（事例とりまとめ）、PC）／大規模：43%（BAT表、90～110万 kW級（USC）） 

Å バイオマス混焼やコジェネレーションによる CO2 排出削減対策は個々の状況によるため本試算では見込

んでいない。 

Å CO2排出量は、設備出力 100万 kW、利用率 86％（本年度調査結果等を基に設定）と仮定した際の試算 

 

（参考）小規模石炭火力発電からの CO2 排出量と他の事業種からの排出量の比較 

（環境影響評価法の対象事業種との比較） 

事業種・規模 
予測対象行為 

（火力発電との比較のため供用段階に着目） 

排出量予測結果 

（万ｔ- CO2/ 年） 

飛行場 

（A事例） 

発着回数 

20.5 万回/ 年 

・航空機の運航 注 

・空港施設の供用 

・サービス車両・飛行場関連車両の走行 

約 40 

新幹線鉄道 

施設（B事例） 

延長 

約 286km 

・駅施設における設備機器の使用、廃棄物の発生 

・車両基地における設備機器の使用、廃棄物の発生 

・換気施設における設備機器の使用 

※新幹線の走行に伴う排出量は含まない 

約 50 

小規模石炭 

火力発電 

出力 

10万 kW 
・施設の稼働 約 60 

注：航空機の運航に伴う予測は、離陸及び進入（着陸）、飛行場内での移動を対象とし、離陸は高度 1,000mに至

るまでとしている。 

出典：A事例及び B事例は最新の環境影響評価書掲載の予測結果に基づく。小規模石炭火力発電は、ガイドライン

（事例とりまとめ）より、発電効率 39.5%（発電端：HHV）を想定した。 

※本表はあくまで個別の事業の事例値であり、事業種間で算定範囲は相違するため、事業種間の大小の傾向を一

般化したものではない。また、本表から異なる交通機関の排出量を単純に比較することは不適切である。 

（その他の事業等） 

事業種・規模 対象 
排出量 

（万ｔ- CO2/ 年） 

廃棄物処理（C事例） 
・政令市 C（人口約 370万人）全体の廃棄物部門か

らの CO２排出量：平成 25 年度実績（実排出量速

報値） 

約 50 

ガソリン車約 550万台 
・平均燃費（平成 24年度) 21.1km/L （2.32t - CO2/kL ） 

・年間平均走行距離 約１万 kmと仮定 
約 60 
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２－２ 大気環境等への影響 

10万 kW前後の案件では、環境影響評価法の対象案件より、それ以外の案件の排出

ガス濃度が高い傾向にあります。また、環境影響評価法の第二種事業であれば、累

積的影響により第一種事業に相当するとして環境アセスメントの対象となりうる事

例が複数確認されています。 

 

（小規模火力発電の大気環境等への影響の現状） 

⅛╠─SOx ⁸NOx ⁸┌™∂╪─ ┘

⌐≈™≡⁸ ⌐ ≠ↄ╙─⁸ ⌐ ≠ↄ╙─⁸

⌐ ↕╣√╙─ ⌐⅔↑╢ ╩ ⇔√⁹ 

┘ │⁸ ▪☿☻ⱷfi♩─╒⅛⁸ ─ ⌐ ∂√

─ ╙ ⅎ╠╣╢⅜⁸ ─ ™ ╩ ≤∆╢ ⌐≈™≡ ∆╢≤⁸

─ │⁸ ⅜ ↄ ⅎ╠╣≡™╢ ⌐№╢⁹ ⁸10

kW ─ ≢│⁸ ≤⇔≡│⁸ ─ ╟╡⁸ ⌐ ≠ↄ

▪☿☻ⱷfi♩─ ╛ ▪☿☻ⱷfi♩ ─ ─ ⅜⁸

┘ ⅜ ↄ⌂∫≡™╢⁹ 

√∞⇔⁸ ●☻ ⅜ ↄ⌂∫≡™╢≤│ ⅎ⁸™∏╣╙

43 97 ─ │◒ꜞ▪⇔≡™╢⁹ 

⌂⅔⁸SOx─ ⌐≈™≡│⁸ ⌐ ≠ↄ ─

⅛╠─SOx ┘ SO2 │⁸

─╙─⌐ ═ ™ ⌐№╢⁹ ⁸ ─ ≢│⁸

⌐ ╦╠∏ ┘ ⅜ ™ ⌐№╢⁹ 

NOx─ ⌐ ∆╢ ∑ ⌐╟╢ ⌐≈™≡│⁸ ─ ≢│

⌂ ⅜ ╠╣⌂⅛∫√╙──⁸ ─ ╟╡╙ ⇔™ ⅜

↕╣≡™╢ ╙ ↕╣√⅜⁸ ∑ ─ ≤ ─ │ ≢

⅝⌂⅛∫√⁹ 

 

╕√⁸ ─ ≢№╣┌⁸ ⌐╟╡ ⌐

∆╢ ─ ⌐ ⅜ ⌂╢ ⅜ ↕╣╢↓≤⌐

╟╡⁸ ≤⇔≡ ⅜ ⌐ ∆╢5 ≤⇔≡ ▪☿☻ⱷfi♩─

≤⌂╡℮╢ ⅜ ↕╣≡™╢⁹ 

≢№∫≡╙ ↕╣╢≤⁸ ₁─ ⅜ ╩ ∫≡╙⁸

≤⇔≡ ╩ ⅎ≡⇔╕℮ꜞ☻◒⅜№╢≤─ ⅜№∫√⁹╕√⁸

⌐⅔™≡╙⁸ ╩ ⇔⁸ ╩ ∂╢ ⌐ ⅜ ╖⁸ ≤⇔≡
                                                   
5 ─ │ ─ ─ ⌐ ╢ ─ ┘⌐

⌐ ╢ ⁸ ┘ ─ ⌐ ∆╢ ⁸ ─ ┘⌐ ⌐ ╢

⁸ ┘ ╩ ⌐ ℮√╘─ ╩ ∆╢√╘─ ┘⌐ ─ ─√╘─

⌐ ∆╢ ╩ ╘╢ 10 54 16  
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⌂ ⅜≤╣⌂™↓≤⅛╠⁸ ⅜ ∆╢⅔∕╣⅜№╢≤─ ⅜№∫√⁹ 

⁸ │ ⌂ ⌐ ┼ ⇔≡™╢│∏≢№╢≤─ ╛⁸

⌐╟∫≡│⁸ ⌐ ≠ↄ╙─╟╡╙ ⇔™ ─ ⌐ ≠ↄ ▪☿☻ⱷfi

♩─ ╛⁸ ╩ ∆╢↓≤⌐╟╡⁸ ─ ⌐╟╢ ─

⅜ ⌐ ⇔≡™╢≤─ ╙№∫√⁹╕√⁸ ⌐ ⅜ ≤⌂∫√

│⅔∕╠ↄ⌂™─≢│⌂™⅛⁸₈ ⌐ ⇔™ ꜠ⱬꜟ₉⌐≈™≡⸗♬♃ꜞfi

⌐≥╙╩♃כ♦◓ ה ∆╢═⅝≢№╢≤─ ⅜№∫√⁹ 

 

│⁸ ⅛╠⁸ ▪☿☻≢─ ╩ ⇔≡

⅔╡⁸ ─ ⌐╟╡ ⌐ ⇔≡ ╩ →≡⅝√⁸ √╡

─ SOx⁸NOx ⌐≈™≡│⁸ יִ ─ ≢╙ ∫≡ ™ ≢№╡⁸

│ ♩♇ⱪ◒ꜝ☻≢№╢≤─ ⅜№∫√⁹ 

╕√⁸ ≢│⁸ ⌂ ⅜ ↕╣≡⅔╡⁸ ─

│⁸ ─ ⅜ ≤⌂∫≡™╢⁹↓╣│⁸ ─ ⌐ ╩

╓∆ ─ ⅜ 40 ╕≢⌐ ⌡ ↕╣≡⅝√⅛╠≢№╢⁹

⇔⅛⇔⁸↓─╟℮⌂ │ ⌐ ↕╣≡⅔╠∏⁸ ⁸ ⌐ ↕

╣╢ ⌐╟╡⁸ ⌐ ⇔√╟℮⌂ ⅜ ∆╢ꜞ☻◒╙ ⅎ╠╣╢

─≢│⌂™⅛≤─ ⅜№∫√⁹ 

↓─╟℮⌂ ה ⌐≈™≡│⁸ ∆╢ ⌐ ⇔≡╙≢⅝╢ ╡

↕╣╢↓≤⅜ ╕⇔™─≢│⌂™⅛≤─ ⅜№∫√⁹╕√⁸ ⌐ ╠∏⁸

≤ ⸗♬♃ꜞfi◓ ☻כⱬ♃כ♦─ ⅜ ≢№╢≤─

⅜№∫√⁹ 

 

 

図３ 火力発電からの SOx・NOx・ばいじんの排出濃度及び最大着地濃度 
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（大気環境等への影響の評価の考え方） 

│⁸ ─ ─ ⁸ ┘ ─ ─√╘⌐⁸ ⌂

⌐ ↕╣╢ ⅜№╡⁸∕─ ╩ ∆╢↓≤⅜ ╘╠╣╢⁹ │

●☻ ⅜ ™√╘⌐⁸ ⅜ ⌐ ┘℮╢⁹╕√⁸ ⅜ ∆

╢ │▬fiⱨꜝ ─ ⌐╟╡ ↕╣╢↓≤⅛╠╙⁸ ─

╕≢ ╘√ ⅜ ∂╢ ╙№╢⁹ 

↓╣╠─ ╩ ╕ⅎ⁸ ⌐╟╢ ⅜ ╦╣≡™╢↓≤╙

⇔⁸ ╩ ⌂ ⌐ ∆╢ ⅛╠ ╩ ℮ ⅜№╢⁹ 

 

２－３ よりよい環境保全のための意見聴取・情報交流 

環境アセスメント制度対象外の小規模火力発電所の設置に当たっては、有識者・

専門家への意見聴取事例は一部に限られているなど、よりよい環境保全のために意

見を聴くという事例は少なく、その範囲は法に基づく環境アセスメント制度の対象

事例よりも狭い傾向にあります。一方で、条例に基づく環境アセスメントや事業者

自らの対応において、地域の実情に応じて適切に対応しているとの意見もありまし

た。 

 

よりよい環境保全のための意見聴取・情報交流の意義  

╠⅜ ⌂ ≢╟╡╟™ ╩ ∂╢√╘⌐│⁸ ⁸

⁸ ⁸ ⁸ ↄ ⌐ ⇔≡ ↕╣≡™╢ ╩⁸

─ ╩ ╘≡™ↄ ≢ ∆═⅝≢№╡⁸ ⅜ ⌐↓╣╠ ╩

⇔⁸ ∆╢↓≤⅜ ≢№╢⁹↓─ ⁸ ⌐ ∆╢ ₁─ │ ≢№╢

↓≤⅛╠⁸ ─ ╩ ⌐ ∆╢⌐ √∫≡│⁸ ⌂ ₁─ ╩ ⇔≡

⅔ↄ↓≤⅜ ≢№╢⁹╕√⁸↓╣╠╩ ∂⁸ ⌐ ∆╢ ≤─ ⅜ ╖⁸

╩╘←╢ ─ ⌐╙ ∆╢↓≤≤⌂╢⁹ 

 

よりよい環境保全のための意見聴取・情報交流の現状  

⌐ ≠ↄ ▪☿☻ⱷfi♩≢│⁸ ─ ⌐ ∆╢ ╩ ∫≡™╢

╩ ╘√ ↄ ⅛╠ ╩ ↄ↓≤⅜ ↑╠╣≡™╢⁹ ⁸

─ ╩ ⇔≡™╢ ⌐ ⇔ ╩ ∫√≤↓╤⁸ ▪☿☻ⱷ

fi♩ ─ ⌐⅔™≡│⁸ ╩ ⌐ │ ☻כ◔╢™≡╣╦

╙╖╠╣√⅜ ─№∫√ 35 21 ⁸∕─ │ ╛

⌐ ↕╣╢ ⅜╖╠╣√⁹╕√⁸ ≢│⌂™╙──⁸ ⌐ ∆

╢ ⌐ ≠ↄ ▪☿☻ⱷfi♩≢│⁸ ⌐⅔™≡ ╩ ℮⌐ √╡⁸

⅛╠⌂╢ ⅛╠ ╩ ↄ↓≤≤⇔≡™╢⁹ ⁸ ⌐╟

╢≤⁸ ▪☿☻ⱷfi♩ ─ ⌐⅔™≡│⁸ ה ┼─

│ ⌐ ╠╣√ ─№∫√ 35 ⁹↓─╟℮⌐ ⌐ ≠ↄ
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▪☿☻ⱷfi♩─ ≤ ∆╢≤⁸ ▪☿☻ⱷfi♩ ─ │⁸╟╡

╟™ ─√╘─ ה ─ ⅜ ™ ⌐№╢⁹╕√⁸ ⌐

≠ↄ ▪☿☻ⱷfi♩⌐⅔™≡│⁸ ⌐⅔™≡ ╩ 19 12

≢ 61 ─ ⇔√╡⁸ ⌐ ⇔ ─ ╩ ↑

19 12 ≢ 61 50 √╡⇔≡™╢ ⅜ ™⁹ 

⌂ ▪☿☻ⱷfi♩╩ ⇔√ │⁸ ─№∫√ 35 13 ⌐≤

≥╕∫√⁹ ⌂ ▪☿☻ⱷfi♩╩ ⇔√ ⌐≈™≡│₈ ┼─ ₉⅜

ↄ →╠╣√⁹ 

≢⁸ ⌐ ≠ↄ ▪☿☻ⱷfi♩╛ ╠─ ⌐⅔™≡⁸ ─

⌐ ∂≡ ⌐ ⇔≡™╢≤─ ⅜№∫√⁹ 
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３．現在実施・検討されている対応策と課題・特徴等 

─ ≢│№╢╙──⁸↓─ ╩╦∏⅛⌐ ╢ ─

─ ─ ה ⅜ ⇔≡⅔╡⁸ ⌐⅔™≡╙ ⌐⅔

™≡ ⅜ ה ↕╣≡™╢⁹╕∏│⁸ ─ ≢ ⇔√

●☻─ ⁸ ┼─ ⁸╟╡╟™ ─√╘─ ה

⌐≈™≡⁸ ה ↕╣≡™╢ ≤∕─ ⌐≈™≡ ∆╢⁹ 

 

３－１ 温室効果ガスの排出削減対策 

現在検討されている主な対応策としては、以下のものがあります。 

（１）電力業界による「自主的枠組み」 

（２）省エネ法における火力発電に係る判断基準の見直し 

 

（温室効果ガス排出削減対策の考え方） 

₈ ─ ₉⌐ →╠╣√ 2030 ─ ─ ⁸↕╠⌐ ⌐│

─ ╩ ⅛╠ ϴ ⌐ ⅎ╢√╘⁸ ●☻ ─

╩ ⇔⁸№╠╝╢ ╩ ⇔≡⁸ ⅛≈ ⌂ ●

☻─ ╩ ╢ ⅜№╢⁹ 

╕√⁸ │ ╩ ⅎ╢ ≢╙⁸ ╩ ⇔≡ ∆╢═⅝≢

№╢⅜⁸11.25 kW╩ ╢ ╩ ∆╢ ⅜ ⇔≡™╢ ⅛╠│⁸

─ ╩ ⇔≡™╢↓≤⅜ ↕╣⁸ ⅛╠ ╢≤ ╕⇔ↄ⌂

™ ╩◓ⱨ♇♥▫fiꜟכ◖▬ ╢═⅝ ≤─ ⅜№∫√⁹∕─ ⁸ ─

⌐⅛⅛╦╠∏ ∂ ▪☿☻ⱷfi♩╩ ∆╢↓≤≢⁸ ≢◖☻♩╩ ⅎ

╢≤⁸ ─≥™⌂│≢◓ⱨ♇♥▫fiꜟכ◖▬≡⇔ ╙№∫√⁹ 

 

（１）電力業界による「自主的枠組み」 

│ ה ⌐ ∆╢⅜ ⌐ ⅜№╢↓≤⅛╠⁸

┘ │⁸₈ ─ ⌐ ∆╢ ╡╕≤╘₉

25 25 ⁹ ₈ ╡╕≤╘₉≤™℮⁹)╩ ⇔⁸╕√

26 ⌐│⁸₈ ◖☻♩ ⅝ → ₉≢ ↕╣√⁹↓

─⌂⅛≢⁸ ┘ │⁸◄Ⱡꜟ◑כ ─ ╩ ╕ⅎ√ ─

─ ה ─ ≤ ∑≡⁸ ⌐ ⌐≈™≡│⁸ ▪☿☻ⱷfi

♩─ CO2─ ™─ ─ ╙ ╕ⅎ⁸ ≤ ⌂ ≢ ─

─№╢ ⅜ ↕╣╢↓≤⅜ ≢№╡⁸ ─ ─ ╩ ∆↓

≤≤⇔√⁹ 

27 7 17 ⌐⁸ 10 ⁸ ⁸

┘ 23 │⁸ ╖─
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╩ ⇔√⁹ 

↓╣│⁸ ─ ∆₈ ◄Ⱡꜟ◑כ ⇔₉⅜ ↕╣╢ ≤⇔≡ 2030

─ ●☻ ⅜ ≤⇔≡ ↕╣≡⅔╡⁸ ─ ⌐⅔↑╢

BAT ─ ╩ ⌐ ⇔≡™ↄ↓≤⌂≥⅜ ↕╣≡™╢⁹ ≢

─ 99% ╩◌Ᵽ⁸╡⅔≡⇔כ ⁸ ╩ ∆╢ ⌐ ⇔≡╙⁸ ⅛╣√

╖≤∆╢≤↕╣≡™╢⁹ 

⁸ ⌂ ╡ↄ≠ꜟכꜟ╛╖ ⌐≈™≡⁸ ⌐⅔™≡ ↕╣≡™

╢≤↓╤≢№╢⁹ 

【課題・特徴等】 

ᵑ ╖─ ╩ ∆╢√╘─ ⌂ ╡ↄ≠ꜟכꜟ╛╖ ─ ⅜

╦╣≡™╢⁹ ⌂ ╡ↄ≠ꜟכꜟ╛╖ ⌐ ⌐ ╡ ╗↓≤⌐≈™≡│⁸

ה ─ ⅛╠ ⌐ ⇔ ⇔≡™╢≤↓╤≢№╢⁹ 

ᵒ ╖┼─ │ ─ ⌐ ⌡╠╣≡™╢↓≤⅛╠⁸ ╖⅜ ⌐

⇔ 2030 ─ ╩ ∆╢√╘⌐│⁸ ─ ╩ ⇔ ↑╢↓≤⅜ ≢

№╢⁹ 

ᵓ ●☻ ⌐╟╢ ┼─ ╩ ╦∏⁸≈╕╡ ─◖☻♩

─ ⅜ ╠╣≡⅔╠∏⁸ ─ ≢ ╩ ∂⌂™ ⌂

⅜ ╩ ≈↓≤≢⁸₈ ╖₉⌐ ⇔⌂™ ─ ⅜ ∆╢

╙№╡⁸ ⌐╟╢ ╩ ⇔≡™ↄ ⅜№╢⁹ 

 

（２）省エネ法における火力発電に係る判断基準 

◄Ⱡꜟ◑כ─ ─ ⌐ ∆╢ 54 49 ⁹ ₈ ◄Ⱡ

₉≤™℮⁹ │⁸ ─ ⌂ ─ ⌐ ∆╢√╘⁸ ≤

─ ה ╩₈◄Ⱡꜟ◑₉כ≤⇔≡ ⇔⁸◄Ⱡꜟ◑כ─ ─

⌂ ─ ╩ ╘≡⅔╡⁸ ⌐ ∆╢ ─ ─ ⅜ ╘╠╣≡™╢⁹ 

⌐ ∆╢ ≢│⁸ ─ ⌐ √∫≡│⁸

─ ⌂ ≤ ⇔≡⁸ ⇔ↄ ╠⌂™↓≤╩ ╘≡⅔╡⁸↕╠⌐

ה ─ │ ─ ≢ ─ ─╙─≤∆╢↓≤⅜

≢ ╘╠╣≡™╢⁹ 

⁸ ─ ┘ ─ⱬfi♅ⱴכ◒ ⌐ ∆╢

ה ⌐≈™≡⁸ ◄Ⱡꜟ◑כ ◄Ⱡꜟ◑כ ─ ⌐⁸

⌐ ╢ WG⅜ ↕╣⁸ ─ ⇔─ ⅜ ╘╠╣≡™╢⁹ 

【課題・特徴等】 

ᵑ ─ⱬfi♅ⱴכ◒ ה ─ ⅜ ≢⅝╢

⌐≈™≡│ ≢№╡⁸ ─ CO2 ─◖fi♩꜡כꜟ┼─ ⌐

≈™≡│ ≢№╢⁹ 

ᵒ ⌐⅔™≡⁸ ⌐ ⌂Ᵽ▬○ⱴ☻ ╛◖☺▼Ⱡ꜠כ◦ꜛ

fi⌂≥ ─ ⌐ ∂√ CO2 ─√╘─ ╩ ⌐ ⌐ ∆╢↓≤
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⅜ ≢№╢≤─ ⅜№∫√⁹ ⌂⅔⁸ ◄Ⱡ │⁸Ᵽ▬○ⱴ☻ ─ ╛

⌐≈™≡ ╩ ↑╢╙─≢│⌂™ ≢⁸ ─ ╩ ∆╢√

╘⁸ ◄Ⱡ ⌐ ≠ↄ ⌐Ᵽ▬○ⱴ☻ ⌐ ∆╢ ╩ ↑⁸

─ ╩ ╘╢═⅝≢│⌂™⅛≤─ ⅜ ↕╣≡™╢⁹  

ᵓ ⌐≈™≡│ ⅜ ╘╠╣≡™╢ ◄Ⱡ ≢ ≤─ ⅜№∫√⁹ 

 

３－２ 大気環境等の保全対策 

現在実施されている主な対応策としては、以下のものがあります。 

（１）条例に基づく環境アセスメント 

（２）公害防止協定等 

 

（大気環境等の保全対策の考え方） 

─ ⌐≈™≡│⁸ ⌐╟╢ ─ ⌐

ⅎ⁸ ─ ⌐╟╡ ─ ⅜ ∂╠╣≡⅔╡⁸ ⁸SO2⁸NO2

⌐≈™≡│⁸ │╒╓ ↕╣⁸SPM ⌐≈™≡│⁸

│ ╩ ⇔≡™╢⁹ ⁸PM2.5 ─

│ 16.1 ⁸ ○◐◦♄fi♩│ 0.3 ™∏╣╙ 25 ─

≤⁸ ™ ⌐№╢⁹PM2.5│⁸ ⌐ ∫≡ ∆╢ ╛⁸SOx⁸NOx

─ ⅜ ≢ ∆╢ ⅛╠⌂╢╙─≢№╢⁹╕√⁸

○◐◦♄fi♩│⁸NOx╛ VOC ⅜ ≤⌂∫≡ ∆╢

⌂≥⁸PM2.5≤ ∆╢ ╙ ™⁹↓─╟℮⌂ ╙ ╕ⅎ⁸

91 ─ ⌐─∫≤╡⁸ ─ ─ ╩ ∆╢

↓≤─╖⌂╠∏⁸ ╩ ≢ ╖ ⅛⌂╙─≤⇔≡ ∆╢√╘⌐⁸ ⅜

⌂ ≢ ╩ ∆╢↓≤╙ ≢№╢⁹ 

∕─√╘⁸ ⌐⅔™≡╙⁸ ╛ ⁸

⌐╟╡⁸ ─ ╛ ⌐ ╢ ─ ⅜ ╠╣≡™╢⁹↓

╣╠─ ≤╙ ⇔⁸ ─ ⅜№╢ ⌐│⁸ ⅜№╠⅛

∂╘ ╩ ⇔⁸ ≢─ ╩ ⌐ ℮↓≤≢⁸ ⌂

╩ ∆╢↓≤⅜ ≢№╢≤─ ⅜№∫√⁹ 

 

（１）条例に基づく環境アセスメント 

ה ─ ≢│⁸ ╩ ≢ ╘≡™

╢⁹∕─ │⁸ ≤ ∞⅜ ≢ ⌐ ≠ↄ ▪

☿☻ⱷfi♩⅜ ≤ ↕╣√ ╛⁸ ╟╡ ↕⌂ ─ ⁸╕√│

─ ⌂≥╙ ╗ ⅜№╢⁹ 

▪☿☻ⱷfi♩≤⇔≡ ⌐ ∂√ ⌐╟╢ ─ ╛

ה ה ⅜ ╦╣⁸ ⌐⁸ ─ ╛ ⌐ ∂√ ─ ⅜ ≢
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図４ 条例に基づく環境アセスメントの対象要件 

 

⅝╢⁹╕√⁸ ≢─ ⌐⅔™≡│ ─ ╙ ╘≡ ─ ⌐

≈™≡ ↕╣≡™╢⁹ 

【課題・特徴等】 

ᵑ ─ ─ (11.25 kW)╩ ╢ ╩ ⌐⇔≡™

╢ ≤ ⌐⇔≡™⌂™ ≤⅜№╡⁸ ─ ⌐ ∂

⌐╟╡ ⌐ ⅜№╢⁹ 

ᵒ ⅛╠│⁸ ▪☿☻ⱷfi♩─ │ ⌐ ∆╢≤─ ⅜№

∫√⁹ 

ᵓ ⅜ ⌐ ≠ↄ ▪☿☻ⱷfi♩─ ≢№╢⅜⁸ ⌐

╢ ╩ ⇔≡™⌂™ ⌐ ∆╢ ≢│⁸ ─

╩ ℮ ─ ≤⇔≡⁸ ─ ⌂≥⅜ →╠╣√⁹ 

 

（２）公害防止協定等 

│⁸ ─ ⌐ ⇔≡⁸ ≤ ≤─ ≢

─ ⅛╠ ↕╣╢ ≢№╢⁹ ─ ⌐│ №╢⅜⁸ ≢│⁸

─ ⅜ ™╠╣≡™╢⁹ ⌐⅔↑╢ ╛ ⁸

─ ⌐╙ ∆╢╙─≤⇔≡⁸ ─ ╩ ╕ⅎ√

⅜ ⁸ ─ ⌐ ∂√ ⌂ ⁸ ⌂ ┼─ ⁸

─ ─ ─ⱷꜞ♇♩⅜№╢≤↕╣╢⁹ 

─ ⌐│⁸ ⌂ ╩ ╘≡™╢ ⅜ ™⁹ ─ ─

⅛╠⁸ ─ ⌐ ⇔™ ╙ ↕╣≡™╢⁹
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─ ╩ ⇔≡™╢ ⌐ ⇔⁸ ╕√│ ─

⌐≈™≡⁸┌™ ─ ─ ╩ ⇔√ ⁸₈ ≤─

₉⌐╟╢≤─ ⅜ ╙ ⅛∫√⁹ ─№∫√ 36 25  

【課題・特徴等】 

ᵑ ─ ╩ ∆╢⌐│⁸ ⅜ ⌐ ─

╩ ∆╢ ⅜№╢⅜⁸ ∏⇔╙ ⌐ ≢⅝≡™╢⅛│╦⅛╠⌂™⁹

⅜⁸ ⌐ ≠ↄ ▪☿☻ⱷfi♩─ ≢│⌂™ 21

⌐ ⇔√≤↓╤⁸ ─ ⌐≈™≡⁸ ⌐ ≢⅝

≡™╢⅛╦⅛╠⌂™≤ ⇔√─⅜ ⁸ ⌐ ⅜№╢╙─│ ⇔≡

™╢≤ ⇔√─⅜ ≢№∫√⁹ 

ᵒ ─ ⌐ ∂ ⌐╟╡ ⌐ ⅜№╢⁹ 

ᵓ ╩ ∆╢ ≢№∫≡╙⁸ ─ ⌐ ∂⁸ ─ ≤─

╩ ⇔⁸ ⌂ ╩ ∆╢√╘⌐│⁸ ─ ⌐≈™≡ ⌐

ה ╩ ℮↓≤⅜ ≢№╢≤─ ⅜№∫√⁹ 

ᵔ √⌂ ⅜ ∆╢ ⌐│⁸ ─ ╩ ≤⇔≡╙ ⇔≡™ↄ

↓≤╙ ≢№╢≤─ ⅜№∫√⁹ 

 

表３ 小規模火力発電所の設置計画についての地方自治体の把握状況 

把握している 2 

 一定規模以上など対策が必要なものは把握している 3 

 把握できているかわからない 8 

 その他 

 

 

 

 

事前相談等があるものは把握 4 

許認可等の相談時に把握 2 

補助事業案件は把握 1 

未回答 1 

⅜ ⌐ ≠ↄ ▪☿☻ⱷfi♩─ ≢│⌂™ 21 ┼─  

 

３－３ よりよい環境保全のための意見聴取・情報交流の推進 

現在実施されている主な対応策としては、以下のものがあります。 

・自主的な環境アセスメント 

 

（よりよい環境保全のための意見聴取・情報交流の推進の考え方） 

⌐⅔™≡╟╡╟™ ╩ ∆╢√╘⌐│⁸₈ ┼─ ₉╩

≤⇔√ ─ ⌂◖Ⱶꜙ♬◔כ◦ꜛfi⌐ ⅎ⁸ ╩ ╗ ™

╩ ╡ ╣╢ ≢ ╩ ℮⌂≥⅜ ≢№╢≤↕╣≡™╢⁹ 
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・自主的な環境アセスメント 

⌂ ▪☿☻ⱷfi♩│⁸ ╛ ⌐ ≠ↄ ▪☿☻ⱷfi♩⅜ ↑╠

╣≡™⌂™ ⌐⅔™≡⁸ ⌐ ╩ ╖ ╖⁸∕╣╩▪Ⱨכꜟ∆╢↓≤╩

≤⇔≡⁸ ⌂ ⌐≡ ∆╢ ▪☿☻ⱷfi♩≢№╢⁹ ┼─ ה

╩ ╡⁸ ₁⌂ √∟≤─ ╩ ℮╙─≤↕╣╢⁹ 

⌐≤∫≡│⁸ ⌐⅔↑╢ ┼─ ─ ╙ ≢⅝╢⁹ 

【課題・特徴等】 

ᵑ ─ │ ─ ⌐ ↕╣≡⅔╡⁸ │ ⌐ ∂≡ ╡ ╪≢

™╢╙──⁸ ה ⌐ ⅜⌂™ ⌐ ╩ ∆√╘─ ⅜

≢№╢⁹ 

ᵒ ─ ╩ ⇔≡™╢ ⌐ ∆╢ ≢│⁸

╛ ⅛╠─ ה ─ ⅜ ╠╣╢ ╙ ™⁹ 

ᵓ₈ ≢│ ╩ ⌐ ⇔⁸ ─ ╩ √ ≢ ╩ ╘╢↓≤≤⇔≡

™╢₉ ⁸◖Ⱶꜙ♬◔כ◦ꜛfi│ ⌐ ∫≡™╢≤─ ⅜№∫√⁹ 
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４．追加的な施策の検討に当たっての論点 

₈ ה ↕╣≡™╢ ≤ ה ₉≢ ⇔√╟℮⌐⁸

ה ↕╣≡™╢ ⌐│∕╣∙╣⌐ ה ⅜№╢⁹↓╣╠─ ╩

∆╢↓≤⌐╟╡⁸ ╩ ∆╢↓≤⅜≢⅝╢≤ ⅎ╠╣╢╙─╙№╢⅜⁸

─ ™⌐╟╢╙─╙№╢⁹ 

↓╣╠─ ה ⌐ ⇔≡│ ⅜ ╘╠╣≡™╢≤↓╤≢№╢⅜⁸

─ ╩ ⌐ ℮√╘⌐│⁸ ⌂ ╩ ∆╢↓≤╙ ⅎ╠

╣╢≤─ ⅜№∫√⁹↕╠⌐⁸ ─ ∑⌐╟╡ ∂╢ ⌂ ⌐≈™≡╙

ה ⅜№∫√⁹╕√⁸ ─ ∑╩ ∆╢⌐ √∫≡│⁸ ⁸ ⁸

─◖☻♩⅜ ⌂ ≤⌂╠⌂™⅛╩ ∆╢ ⅜№╢⁸ ↕╣≡™

╢ ◄Ⱡ ⌐⅔↑╢ ⌐ ╢ ─ ─ ╩ ╕ⅎ≡⁸ ≢

⇔≡ ∆╢═⅝≤─ ╙№∫√⁹ 

↓╣╠╙ ╕ⅎ⁸ ─ ─ ⅛╠⁸ ⇔℮╢ ⌂

⌐≈™≡⁸∕─ ≤ ה ╩ ∆╢⁹ 

 

４－１ 環境影響評価法の対象規模の見直し 

【現在の施策の概要】 

環境影響評価法に基づく環境アセスメントでは、第二種事業の実施要否判定（スク

リーニング）や調査・予測・評価内容を設計する方法書手続等により、事業者自らが、

公衆・専門家や地方自治体の意見を取り入れながら、事業や地域の特性に応じ、効率

的でメリハリの効いた調査・予測・評価や事業者が実行可能な範囲内で環境影響をで

きる限り低減すること等により、事業に係る環境の保全について適正な配慮がなされ

ることを確保するものです。 

 

⌐ ≠ↄ ▪☿☻ⱷfi♩≢│⁸ ─ ☻◒

◓fi♬כꜞ ╛ ה ה ╩ ∆╢ ⌐╟╡⁸ ╠⅜⁸

ה ╛ ─ ╩ ╡ ╣⌂⅜╠⁸ ╛ ─ ⌐ ∂⁸

≢ⱷꜞⱢꜞ─ ™√ ה ה ╛ ⅜ ⌂ ≢ ╩≢

⅝╢ ╡ ∆╢↓≤ ⌐╟╡⁸ ⌐ ╢ ─ ⌐≈™≡ ⌂ ⅜⌂↕╣

╢↓≤╩ ∆╢╙─≢№╢⁹ 

─ ╩ ∆↓≤≢⁸ ▪☿☻ⱷfi♩─ ⌐╟╢ ┼

─ ─◖☻♩ ╩◓ⱨ♇♥▫fiꜟכ◖▬⁸≡™≈⌐ ╢↓≤⅜≢⅝╢≤─

⅜№∫√⁹∕─ ⁸ ─ ⌐⅛⅛╦╠∏ ∂ ▪☿☻ⱷfi♩╩ ∆╢↓

≤≢⁸ ≢◖☻♩╩ ⅎ╢≤⁸ ─≥™⌂│≢◓ⱨ♇♥▫fiꜟכ◖▬≡⇔

╙№∫√⁹ 

╕√⁸ ─ ⅜ ⇔™╙─≤⌂╢⅔∕╣⅜№╢ ╩ ⌐ ≤∆
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╢↓≤⅜≢⅝╢⁹ 

⁸ ⌐ ⇔ ▪☿☻ⱷfi♩─ ╩ ™≡ SOx╛ NOx⁸┌™∂

╪╩◖fi♩꜡כꜟ∆╢↓≤⌐│ ∆╢⅜⁸CO2⌐ ⇔≡ ▪☿☻ⱷfi♩╩ ™╢

─│ ∆╢⁸⌂−⌂╠┌⁸ ⌂ │ ⌐╟∫≡ ─ ⌂╢ ⅜⁸

∕╣∙╣─ ╩ ⅛⇔⁸ ⇔№℮↓≤≢ ╡ ∫≡⅔╡⁸ ⌐ ╩ ⅝⌂⅜

╠◖fi♩꜡כꜟ⇔⌂™≤ ⅜ ≢⅝⌂™⁸ ⁸ ◄Ⱡꜟ◑⁸כ

◄Ⱡ ₁─ ╩ ⇔⌂⅜╠ ∆═⅝≢№╢⁸≤─ ╙№∫√⁹ 

 

（温室効果ガス排出削減対策）6 

│⁸ ⌐ ╢ ⁸ ⌐ ╢ ⁸ ┘ │

fiꜛ◦כ◄ꜞ◒꜠ ─ ╩ ≤⇔≡™√⁹⇔⅛⇔⁸

⌐⅔™≡ ─ ╩│∂╘≤∆╢₈ ₉⅜₈ ─ ₉⌐ ╕╣√

↓≤ ╩ ╕ⅎ⁸ ⌐⅔™≡╙ ─ ─ ─ ╩ ∆

╢↓≤≤⇔⁸ ╙ ≤↕╣√⁹∕─√╘⁸ ⌐ ≠ↄ
7⌐⅔™≡⁸ ●☻ ⅜ ≤⇔≡ ↕╣√⁹ 

≢│⁸ ─ ≤─ ─ ⅛╠ ╩ ℮↓≤⅜≢⅝╢⁹

⁸ ╡╕≤╘⌐ ≠⅝⁸ ─ №╢ ╖⌐ ⇔⁸

─ ≢ CO2 ⌐ ╡ ╪≢™ↄ↓≤≤⇔≡™╢ ⌐│⁸ ─ ה

≤─ │ ↕╣≡™╢╙─≤ ↕╣≡™╢⁹ 

╕√⁸ ╡╕≤╘≢│⁸ │ BAT─ ╩ ה ∆╢↓≤≤⇔≡™╢⁹

│⁸ ⌐ ꜟכꜙ☺◔☻╢ ╙ ⇔⌂⅜╠⁸BAT─ ≢ ↕╣√ B

ⱪꜝfi♩≤⇔≡ ╖─ ┘ ⱪꜝfi♩≤⇔≡─ ⅜ ⇔

▪☿☻ⱷfi♩ ⌐ ∫≡™╢ ⌐≈™≡╙ ─ ╩ ⇔√

≢⁸A ה ⌐⅔™≡ ⌂ↄ ⱪꜝfi♩≤⇔≡ ⌐ ╩⇔≡™

╢ ─ ─╙─≤∆╢╟℮ ╘⁸ │⁸↓℮⇔√ ─ ─

╩ ∆╢↓≤⌐╟╡⁸ ╩ ℮╙─≤↕╣≡™╢↓≤⅛╠⁸ ─

─ ⅜ ≢⅝╢⁹BAT─ │⁸ ╩ ∂≡⁸ ⌐ ─ ╩ ∆

ⅎ ⌐ ∫≡ ↕╣⁸↕╠⌐ ∆╢↓≤≤↕╣≡™╢√╘⁸ ─ ╩

◒ꜞ▪∆╢─╖⌐≤≥╕╠∏⁸ ╩ ⇔ ─ ●☻ ╩ ╢↓≤

⅜≢⅝╢⁹ 

↕╠⌐⁸Ᵽ▬○ⱴ☻ ╛◖☺▼Ⱡ꜠כ◦ꜛfi ⁸ ─ ╩ ╕ⅎ√

⌐⅔↑╢ ●☻ ╩ ⌐ ∆╢↓≤⅜≢⅝╢⁹ 

                                                   
6 ⌂⅔⁸ ─ ⌐ ╘╢ ⌐ ╕╣╢╙─≢│⌂™⅜⁸ ┘ ⱥ

▪ꜞfi◓≢│⁸CO2⌐≈™≡₈ ─ ▪☿☻ⱷfi♩─ ≢ ∆╢─│ ⅜№╢₉⁸₈

▪☿☻ ≢ ∂╢═⅝≢│⌂™₉₈ ▪☿☻⌐⅔™≡ ≤∆╢↓≤⌐≈™≡ ╩

⅔ ™∆╢₉ ≤─ ה ⅜№∫√⁹ 
7 ─ ⌐╟╡ ┘ ⅜ ╘╢═⅝ ┘⌐

┘ ─ ⌐╟╡ ⅜ ╘╢═⅝ ⌐ ∆╢ ╩

╘╢ 87 ⁹ ⁹ │ ─ ⌐╟╢ ⅜ ╘╢═

⅝ ⌐ ∆╢ 24 63  



21 

⌂⅔⁸ ⅜ ─ ▪☿☻ⱷfi♩│ ↔≤⌐ ℮╙─≢№╢⅜⁸∕─

│⁸ ⌐╟╢ ⌂ ≢─ ⁸ ─ ╩ ╕ⅎ⁸

╙ ∆╢↓≤≤↕╣≡™╢⁹ ⌐⅔™≡│⁸ ∏⇔╙ ╛

─ ⌐ ↕╣╢╙─≢│⌂™⁹ 

 

（大気環境等の保全対策） 

≢│⁸ ⌐ ⌐⅔™≡ ─ ⌂ ≢⁸ ⌂

╡ ┼─ ╩ ⇔⁸ ∆╢╙─≢№╢⅛≥℮⅛╩ ∆╢⁹ ▪☿☻ⱷfi

♩─ ╩ ™⌂⅜╠ ≤─ ╩⇔≡™ↄ⌂⅛≢⁸ ⌐ ⌐≤∫≡

─ ™SO2הNO2ה┌™∂╪╩⅝∟╪≤ ╘≡™ↄ↓≤│ ≢№╢≤─ ⅜№∫

√⁹ ▪☿☻≢─ ╩ ╘⁸ ─ ⌐╟╡ ⌐ ⇔≡ ╩ →

≡⅔╡⁸ √╡─ SOx⁸NOx ⌐≈™≡│⁸ יִ ─ ≢╙

∫≡ ™ ≢№╡⁸ │ ♩♇ⱪ◒ꜝ☻≢№╢≤─ ⅜№∫√⁹ 

╕√⁸ ≢ ⇔≡™⌂™ ⌐⅔™≡⁸ ⌐ ∆╢↓≤⅜≢⅝╢╟

℮⌐⌂╢≤─ ⅜№∫√⁹ ⁸ │ ⌂ ⌐ ┼ ⇔≡™╢

│∏≢№╢≤─ ╙№∫√⁹ 

 

（よりよい環境保全のための意見聴取・情報交流の推進） 

ה ╛⁸ ↄ ╛ ─ ╩ ⅝⌂⅜╠⁸ ─

╩ ╗ ╩ ╘≡™ↄ ╖⅜ ↕╣≡™╢↓≤⅛╠⁸╟╡╟™ ─√

╘─ ה ─ ⅜ ≢⅝╢⁹8 

 

（施策の組合せによる効果） 

⌐⅔↑╢ ⌐≈™≡│⁸ ─ ∑⌐╟╡ ╩ ™ ∫

√╡⁸╟╡ ⌂ ⅜ ∂√╡∆╢ ╙ ⅎ╠╣╢≤─ ה ⅜№∫√⁹ 

 

（例１：環境影響評価法の対象規模の見直しによる自主的枠組みの参加の確保） 

≢│⁸ ⌐ ∆╢ ⌐ ≠ↄ ▪☿☻ⱷfi♩⌐⅔↑╢ ─ ─ ⌐⁸

─ №╢ ╖┼─ ╩ ╘≡™╢↓≤⅛╠⁸ ─ ╩

╛╛ ╢ ─ ╩⁸ ─ ≤∆╢↓≤≢⁸

╖┼─ ╩ ≢⅝╢⁸ ⅜ ╗⌂⅛≢⁸ √⌂ ╙

∆╢↓≤⅜ ≤─ ⅜№∫√⁹ ⁸ ≢ ─ 99 ╩◌Ᵽכ⇔

≡™╢≤─ ╙№∫√⁹⌂⅔⁸ ╖─ ⌂ ╡ↄ≠ꜟכꜟ╛╖ ⌐

≈™≡│⁸ ⌐⅔™≡ ↕╣≡™╢≤↓╤≢№╢⁹ 

 

                                                   
8 ▪☿☻⌐⅔™≡│⁸₈ ₉─ ╩ ∆╢↓≤≤↕╣≡™√⅜⁸ │⁸∕

─ ─ ⌐ ╠∏⁸ ─ ⌐ ∆╢ ╩ ∫≡™╢ ⌐╟∫≡ ⌐

↕╣≡™╢↓≤ ⅛╠⁸ ≢│⁸ ─ │ ∑∏₈ ─

⅛╠ ╩ ∆╢ ₉≤⌂∫√⁹ 
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（例２：環境アセスメントの検討結果を踏まえた協定値の設定） 

─ ⌐⅔™≡│⁸ ▪☿☻ⱷfi♩⌐╟╡ ⅜ ⌂

≢ ╩ ∆╢√╘─ ╩ ⇔⁸ ─ ⌐

⅔™≡│⁸ ▪☿☻ⱷfi♩─ ╩ ╕ⅎ ╩ ⇔≡ ╩

∆╢↓≤⌐╟╡⁸ ─ ╩╟╡ ⌐ ⇔≡ ⇔≡™╢ ╙№

╢⁹ 

 

（例３：環境アセスメントと環境保全技術の向上） 

 ⌐ ≠ↄ ▪☿☻ⱷfi♩⌐⅔™≡│⁸ ●☻ ⌐≈™≡⁸

╡╕≤╘⌐ ≠⅝⁸ ╩ ∂≡⁸ ⌐ ─ ╩ ∆ ⅎ ⌐ ∫≡

↕╣╢ BAT─ ⌐╟╡⁸ ─ ⅜ ≢⅝╢⁹BAT─ ⌐⅔

™≡ ה ─ ─ ╛⁸ ⱪꜝfi♩≤⇔≡ ╩⇔≡™╢

─╙─╛ ╖─ ─ ⌐ ⇔≡⁸ │ ⌐ ╩ ℮

↓≤≢⁸ √⌂ ⅜ ⌐ ה ↕╣╢╟℮ ╘╢≤↕╣≡™╢⁹╕√⁸

─ ⌐≈™≡│⁸ ▪☿☻⅛╠ ─ ⌐╟╡ ⌐

⇔≡ ╩ →⁸ │ ♩♇ⱪ◒ꜝ☻≢№╢≤─ ⅜№∫√⁹ 

 

【課題・特徴等】 

ᵑ ⅜ ≤ ─ ה ≢ ה ה

⅜ ╘╠╣╢≤⁸ ⌐ ⌂ ≤⌂╠⌂™⅛≤─ ⅜№∫√⁹ ⌐ ⁸

⌐ ≠ↄ ▪☿☻ⱷfi♩⌐│ ╩ ∆╢≤↕╣⁸∕─ ◖☻♩

⌐╟╡⁸ ─ ⅜ ⌐⌂╡⁸ ⌐ ↕╣╢↓≤≤ ⌐⌂╢⁸ ◦

☻♥ⱶ ─ ╩ ⌐ ™√ ⌐⇔⌂™√╘⌐╙ ─ⱬכ☻

≤™℮ ┼─ ╩∆═⅝≤─ ⅜№∫√⁹ 

  ▪☿☻ⱷfi♩│⁸ ╛ ╩ ╕ⅎ≡ ∆═⅝╙─≢№╡⁸

≤ ╩ ─ ⁸ ⌐╟╡

∆╢═⅝≤│ ╠⌂™⁹ ▪☿☻ⱷfi♩─ ⌂ │⁸ ⌂ ┼─

╩ ↄ ╣⅜№╢⅜⁸ ⅎ┌⁸ ⌐ ≠ↄ ─ ▪☿☻ⱷfi

♩⌐⅔™≡│⁸ ⌐╟╢ ─ ⌐╟╡⁸

─ ⅛╠ ─ ╕≢≢ ─ ≢ ╩ ⇔

√╟℮⌂ ⅜№╢⁹ ⌂⅔⁸ ⌐⅔↑╢ ─

╩ ╢≤⁸ kW ≤⇔≡™╢ ⅜ ≢№╢  

─ ╩╛╛ ╢ ⌐≈™≡⁸ ⌐ ≠ↄ ▪☿☻

ⱷfi♩─ ≤∆╢ ⌐│⁸ ⌐ ≠ↄ ─ ▪☿☻ⱷfi♩─

╙ ⌐⇔≈≈⁸∕─ ╩ ⇔⁸ ≢⅝╢ ⅜⌂™⅛⌂

≥╩ ╘⁸ ⅜ ↄ ⌂ ▪☿☻ⱷfi♩─ ╡ ⌐≈™≡⁸ ⌐⅔™≡

ה ∆╢═⅝≢№╢≤─ ⅜№∫√⁹↕╠⌐⁸↓╣╕≢─ ⌐

∆╢ ╩ ╘√ ─♃כ♦ה ╛⁸ ה ꜟכ♠ ⌐╟
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╡⁸ ▪☿☻ⱷfi♩─ ה ⅜ ⌐⌂╢≤─ ⅜№∫√⁹╕√⁸

◦☻♥ⱶ ⌐╟╡ ╩ ⇔⌂↑╣┌⌂╠⌂™⌂⅛≢⁸ ⅜ ↄ ⌂

▪☿☻ⱷfi♩╩ ∆╢↓≤│⁸ ≤ ─ ─√╘ ≢№╢≤─ ⅜

№∫√⁹ 

ᵒ ─ ╩╛╛ ╢ ⌐≈™≡⁸ ⌐ ≠ↄ ▪☿☻ⱷ

fi♩─ ≤∆╢ ⁸ ≤∆╢ ≤ ≤∆╢ ⅜ ⅎ╠╣╢⅜⁸

⌐⁸ ≤∆╢ ⌐│⁸ ⌂ ─ ≤⇔≡ ●☻⅜ →╠╣

╢↓≤⅛╠⁸ ⅎ┌⁸☻◒ꜞכ♬fi◓ ⌐ ●☻─ ╩ ⅎ⁸ ⌐

╟╡ ●☻ ⅜ ⅝ↄ ⌂╢↓≤⌂≥╙ ╕ⅎ⁸ ●☻ ⌐

∂ ▪☿☻ⱷfi♩ ─ ╩ ∆╢↓≤⌂≥⅜ ⅎ╠╣╢≤─ ⅜

№∫√⁹ ≢⁸ ⌐ ●☻⅜ ╡ ╕╣√ ⌐⁸ ₁─

≢─ ⅜≥℮№╢═⅝⅛≤─ │⅔∕╠ↄ ╦╣≡™⌂™≤─ ⅜№∫√⁹ 

ᵓ ⌐ ⇔ ▪☿☻ⱷfi♩╩ ∆╢≤⁸ ⇔√ ─

⅜ ⌂♃▬Ⱶfi◓≢≢⅝⌂™√╘⁸ ⌐╟╢ ╛ SOx⁸NOx⁸┌™∂

╪ ─ ╙ ≢⅝⌂™≤™∫√ ⅜№∫√⁹ ⌐⅔

™≡◖☺▼Ⱡ꜠כ◦ꜛfi⌐╟╡ ─ ⌂ ●☻ ╩ ∆╢

╙─⌂≥⌐≈™≡│⁸ ⌐≈™≡ ∆╢═⅝≤─ ⅜№∫√⁹╕√⁸

◄Ⱡꜟ◑כ ⌐ ↑√Ᵽ♇◒▪♇ⱪ │⁸ ─ ⌐ ∆╢↓≤

╩ ⌂ ≤⇔≡⅔╡⁸ ∆╢═⅝≤─ ⅜№∫√⁹ ◄Ⱡꜟ◑כ

⌐ ↑√Ᵽ♇◒▪♇ⱪ ⅜ LNG ─ ⁸ ⌐ ═ LNG

│ SOx⅜ ↕╣∏⁸CO2 ╙ ⌂™⁹ ⁸Ᵽ▬○ⱴ☻ │⁸ ─

CO2 ⌐ ⅜№╢╙──⁸ ⅝™╙─≢ kW⅜ ≢№╢≤™℮

╛⁸ ─ ™⌐╟╢ ה ─ CO2 ─ ⅜№╡⁸╕√

⌐ ∆╢ ≢│⁸ ⅜ ≤⇔≡ →╠╣√⁹ 

ᵔ ╩ ⇔√ ⌐│⁸ √⌐ ─╙─⅜ ≡ↄ╢ ⌐≈™

≡│≥─╟℮⌐ ∆╢─⅛≤─ ⅜№∫√⁹ 

 ◦☻♥ⱶ ╩ ⌐⁸ ─ ─ ה ╩ ℮

─ ↄ│ ≢№╢↓≤ ─ ╩ ⇔≡™╢

⌐ ∆╢ ≢│⁸ ╕√│ ─ ─

⌐≈™≡⁸ 33─℮∟ 21⅜₈ ₉≢№∫√ ⁸ ⅛╠ ↕

╣╢ ●☻⅜ ─ ≤ ╩ ≈╟℮ ─ ╩ ╢ ⅜№╢↓

≤╩ ⅎ╣┌⁸ ⌂ↄ≤╙ ⌂ ⅜◌Ᵽכ↕╣╢ ─ ⌐ ∆╢↓

≤⅜ ╕⇔™─≢│⌂™⅛≤─ ⅜№∫√⁹⌂⅔⁸ ⌐ ─꜠ⱬꜟ╩

⇔╟℮≤⇔√ ─ ⅜ 10 kW ⌐№╢≤─ ⅜№∫√⁹ 

ᵕ ⌐≈™≡⁸ ─ ─ ≢№╢₈ ─ ⅜

⇔™╙─≤⌂╢⅔∕╣⅜№╢₉ ≤│≥─╟℮⌂╙─⅛ ⌐ ⅜ ≢№╢⁸

◄Ⱡ ⌐⅔↑╢ ⌐ ╢ ─ ⇔╛ ⌐╟╢

╖─ ╩ ╕ⅎ╢═⅝≢№╢↓≤⅛╠⁸↓─♃▬Ⱶfi◓≢│ ⌂ ▪
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☿☻ⱷfi♩─ ⅜ ╕⇔™≤─ ⅜№∫√⁹ 

 

 ≢│⁸ ─╟℮⌂ ₁⌂ ⅛╠ ─ ⌐ ╖⁸

─ ╩ ∆↓≤╩ ∆╢═⅝≢│⌂™⅛≤─ ⅜№∫√⁹⌂⅔⁸

⌐ √∫≡│⁸ ⅜ ≤ ─ ה ≢

ה ה ⅜ ╘╠╣╢≤⁸ ⌐ ⌂ ≤⌂╠⌂™⅛⁸ ⅜ ↄ

⌂ ▪☿☻ⱷfi♩─ ╡ ⌐≈™≡ ∆═⅝≤─ ⅜ ⅛∫√⁹ 

 ⁸ ⌐≈™≡⁸ ─ ≢ ╘╠╣√ ╩ ⅎ╢

↓≤⌂ↄ⁸ √⌐ ⌐ ∆╢↓≤│⁸ ─ ⅜⌂ↄ⁸ ה

⅜ ─ ⌐⌂╢↓≤ ⅛╠ ≢№╡⁸ ─╖≢│⌂ↄ⁸ ─ ה

╙ ╘⁸ ╘≡ ∆═⅝⌂≥─ ╛⁸ ●☻⌐≈™≡│⁸ ▪

☿☻ⱷfi♩≢│⌂ↄ ─ ≢≥℮ ⅎ≡™ↄ═⅝⅛╩ ⅎ╢═⅝≢│⌂™⅛≤

™℮ ⅜№∫√⁹╕√⁸ ─ ─ ⇔⌐≈™≡│⁸ ⌐⅔↑

╢ ─ ⌐ ⅎ⁸ ─ ╛⁸ ─

⌐╟╢ ─ ⌂≥⅜ ⅎ╠╣╢↓≤⅛╠⁸ ∆╢≤─ ⁸ ─

●☻─ ⌐╗↑≡│⁸ ─ ╛ ◄Ⱡꜟ◑כ─ ⁸ ◄Ⱡ⌂≥

◄Ⱡꜟ◑כ ≢ ∆╢ ⅜№╢≤─ ⅜№∫√⁹ 

 ⌂⅔⁸ ─ ─ ⇔⌐≈™≡│⁸ ≤ ─

╩ ⇔√ ≢⁸ ∆╢↓≤⅜ ≢№╢⁹ 

 

４－２ ガイドライン（事例とりまとめ）の充実及びフォローアップの

継続（自主的な環境アセスメントの奨励） 

【現在の施策の概要】 

環境省は、事業者において小規模火力発電所の計画に当たっての環境保全対策の

検討の際の、また、地方自治体の環境部局において発電事業者等から環境保全対策

についての助言を求められた際の参考となるよう、ガイドライン（事例とりまとめ）

を策定・公表し（平成 26年 10月）、現在改訂を検討しています。 

 

│⁸●▬♪ꜝ▬fi ≤╡╕≤╘ ╩ ה 26 10 ⇔√⁹

●▬♪ꜝ▬fi ≤╡╕≤╘ ╩ ™╢↓≤≢⁸ ─ ◖☻♩╩ →╢

│ ≢№╢≤─ ⅜№∫√⁹ⱨ◊꜡כ▪♇ⱪ ⌐⅔™≡ ∫√⁸

ה ┼─ ≢│⁸●▬♪ꜝ▬fi ≤╡╕≤╘ ⌐≈™≡₈ ≢№

╢₉₈ ⇔≡™╢₉≤─ ╩ ↄ √⁹ 

≢₈ ₉≢│⁸₈ ⁸ ─ ╩ ╕ⅎ≈≈⁸ ●▬

♪ꜝ▬fi╩⁸ ─ ╛ ─ ≢│⌂ↄ ≢№╢↓≤╩ ⌐ ⇔⌂⅜

╠ ∆╢⁹∕─ ⁸ ⌐≈™≡│ ⇔≡™╢╙─╩ ╘╢⌂≥ ─

╩ √∑√ ╩ ℮₉≤™∫√ ⅜ ╘╠╣≡™╢↓≤╙ ╕ⅎ⁸ ⅜

↕╣≡™╢⁹ 
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（温室効果ガス排出削減対策） 

─ ⌐ ∂√ ╩ ⇔≡™╢⁹╕√⁸◖☺▼Ⱡ꜠כ◦ꜛfi╛

Ᵽ▬○ⱴ☻ ─ ⌐ ╢ ╙ ╕╣≡⅔╡⁸ ─ ╩ ⅛⇔

√ ⅜ ↕╣≡™╢⁹ 

 

（大気環境等の保全対策） 

─ ─╖⌂╠∏⁸ ─ ≤─ ╛

─ ─ ╩ ∆╢ ≢№╢⁹╕√⁸ ⌐ ╩ ╘╢⌂≥

─ ╩ √∑√ ⅜ ≢№╢⁹ 

 

（よりよい環境保全のための意見聴取・情報交流の推進） 

≢│⁸ ⌂ ⌐ ⇔ↄ⁸ ─ ⌐≈™≡ ⌂ ╩

∆╢ ≢№╢⁹ ◦☻♥ⱶ ╩ ⌐⁸ √⌂ ⅜ ⌐ ∆

╢↓≤╩ ⇔⁸≥─╟℮⌂♃▬Ⱶfi◓ה ≢ ≤◖Ⱶꜙ♬◔כ◦ꜛfi╩≤╢═

⅝⅛⁸ ╩ ∆╢↓≤⅜ ╕⇔™≤─ ⅜№∫√⁹ 

 

【課題・特徴等】 

ᵑ ≢№╡⁸ │⌂™⁹⌂⅔⁸₈●▬♪ꜝ▬fi₉─ ≢│⁸ ⅜№╢

≤ ↕╣╢⅔∕╣⅜№╢√╘⁸ ╩ ∆╢ ⱨ꜡fi♩Ɑכ☺⌐⅔↑╢ⱨ◊

fi♩─ ⌐ ∆╢⌂≥ ═⅝≤─ ⅜№∫√⁹ 

ᵒ●▬♪ꜝ▬fi ≤╡╕≤╘ ─ ─╖≢│ ⌐ ⇔™≤─ ⅜№∫√⁹

╕√⁸ ⌂ ▪☿☻ⱷfi♩╩ ∆╢ ⁸ ⌐∕─ ⌂ ╡ ╖⌐

≡─ⱪ꜠כꜘכ⅜ ⇔≡ↄ╣╢╟℮⌂ ⅜ ≢№╢≤─ ⅜№∫√⁹ 

 

４－３ 温室効果ガス排出抑制等指針のエネルギー転換部門の策定 

【現在の施策の概要】 

地球温暖化対策推進法に基づき、事業者が努力義務として講ずべき事業活動に伴う

温室効果ガスの排出の抑制等の措置に関する指針を主務大臣が公表するもので、事業

者が講ずべき措置を明確化しています。 

 

●☻ 9│⁸ ─ ⌐ ∆╢ 10

107 ⁹ ₈ ₉≤™℮⁹ ─ 10⌐ ≠⅝⁸ ⅜ ≤⇔≡

∏═⅝ ⌐ ℮ ●☻─ ─ ─ ⌐ ∆╢ ╩

                                                   
9 ⌐ ℮ ●☻─ ┘ ⌐⅔↑╢ ●☻─ ┼─

⌐ ╢ ⅜ ∏═⅝ ⌐ ⇔≡⁸∕─ ⅛≈ ⌂ ╩ ╢√╘⌐ ⌂

25 ה ה ה ה ה ה ה ה

ה ה ה  
10 21  
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⅜ ∆╢╙─≢№╢⁹ ⌐╟╢ ≢№╡⁸™╦╝╢●▬♪ꜝ▬fi≤│

⌂╢⁹ 

20 ⌐₈ ₉≤₈ ₉⁸ 24 ⌐₈

₉⁸ 25 ⌐₈ ₉ ╗ ⅜ ↕╣≡™╢⁹

◄Ⱡꜟ◑כ ⌐≈™≡│⁸ ╡╕≤╘⌐⅔™≡⁸◄Ⱡꜟ◑כ ╛

─ ה ╩ ╕ⅎ≡ ∆╢↓≤≤⇔≡™╢⁹ 

 

（温室効果ガス排出削減対策） 

●☻─ ─ ─ ⌐ ∆╢ ─ ┘ ⌐≈™≡⁸

ↄ ⇔√ ⱷ♬ꜙ⁸≡⇔≥כ ⅜ ∏═⅝ ╩ ⇔≡™╢⁹╕√⁸

⌐⅔™≡CO2 ─ ╩ ⇔≡™╢⁹ 

 

【課題・特徴等】 

ה ∆═⅝ ●☻ ─ ≤⇔≡⁸ ⌐ ∆╢ ⌐

ⅎ≡⁸ ⌐ ─ ╛ ≤⇔≡⁸≥─╟℮⌂╙─⅜№╢⅛⁸

∆╢ ⅜№╢⁹ 

⌂⅔⁸ ⌐≈™≡│⁸ ●☻ ─ ╩ ╕ⅎ

∆╢↓≤≤↕╣≡™╢⁹ 



27 

第Ⅱ部 ボイラーの交換・改造のみによる燃料転換の環境保全 

１．背景 

 環境影響評価法においては、タービン・発電機は交換せず、ボイラーの交換また

は改造とともに燃料種の転換を行う「燃料転換」は対象となっていません。一方で、

事業者に対する調査では、今後燃料転換を実施する計画があるとの回答が９事例（重

油・石油から石炭等への転換６事例、LNG等への転換３事例）ありました。 

燃料転換に当たり、環境負荷の変化が考えられることから、環境影響等の観点か

ら事実関係の調査を行い、課題の有無を含めた整理・検討が必要です。 

 

（「燃料転換」の定義） 

≤╡╕≤╘≢│⁸₈ הⱦfiכ♃⁸│≥₉ │ ∑∏⁸Ⱳ▬ꜝכ─

╕√│ ≤≤╙⌐ ─ ╩ ℮↓≤╩ ∆↓≤≤∆╢⁹╕√⁸Ⱳ▬ꜝכ

─ ⌐╟╢ ─╒⅛⁸ ⱦfiכ♃─ ┘ ⌐ ⇔≡⁸ Ⱳ▬ꜝכ

≤ ≢ ⅜ ⌂╢Ⱳ▬ꜝכ╩ ⇔≡ ╖ ╦∑╢ ╙ ╗⁹ 

 

（環境影響評価法での取扱い） 

─ ≤⌂╢ ─ │⁸ ─
11⌐╟╡₈ ─ ╩ ℮ ─ ─ ₉≤↕╣≡⅔╡⁸

─╖─ Ⱳ▬ꜝכ─ ≢№∫≡⁸ ⁸ ⁸ ●☻ ─ ─

─ ╩ ╗ │⁸ ─ ╩ ╦⌂™√╘ ≤⌂╠⌂™⁹⌂⅔⁸

╩ ∆╢ ⁸╕√│ ⇔√ ≢№∫≡ ⌐ ─ ╩ ⇔√

│⁸ ⌐ ≠ↄ ▪☿☻ⱷfi♩─ ╩ ∆╢ ⅜№╢12⁹ 

 

（過去の実績と今後の見込み等） 

⅜ 11.25 kW ─ ╩ ∆╢ ⌐ ⇔ ╩ ∫√≤↓╤⁸

52 ≢⁸52 ─ ⅜ ─╙─│ 28

─ ⅜№∫√⁹╕√⁸ ╩ ∆╢ ⅜№╢≤─ ⅜

ה ⅛╠ ┼─ ⁸LNG ┼─ №∫√⁹√∞⇔⁸

┘ ─ ╖⌐│⁸ ─╖─ ╙ ╕╣╢↓≤⌐ ∆╢

⅜№╢⁹ 

⌐ ∆╢ ≢─ ≢│⁸ ꜞ☻◒╛ ◖☻♩─ ⅜⁸

╩ ∆╢ ⌂ ≤⌂∫≡™╢⁹╕√⁸ ─ │⁸ ─☻Ɑכ☻╛

▬fiⱨꜝ─ ╩ ⇔≡ ∆╢≤─ ⅜№∫√⁹ 

 

                                                   
11 ─  
12 17 ≢ ∆╢ 13 ┘ 18  
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表４ 燃料転換の実績及び今後の見込み 

件数 事業用 自家発 

重油・石油から石炭等への燃料転換 14(5)  15(1)  

重油・石油から LNG等への燃料転換 26(3)  6(0)  

合 計 61(9)  

注 1：(  ) 内は今後の見込みを示す。 
注 2：補助燃料のみの燃料転換事例も含む。 

 

⅛╠ ┼─ ─ ⁸ ⌐ ⅜ ⁸☻כ◔╢∆ ⌐

╟╡ ⅜ ⁸☻כ◔╢⅜ ≢│ ≢╙ ≢│ ⇔

☻כ◔╢™≡ ⁸ ₁⌂ ⅜ ⅎ╠╣⁸ ─ ⅛╠ ─ ╩

™⁸ ─ ╩ ╘√ ה ⅜ ≢№╢⁹ 
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２．現状の課題 

CO2 については、燃料転換に伴い排出量が増加している事例が見られます。 

SOx、NOx、ばいじんについては、燃料転換に合わせて環境保全対策を講じること

によって、排出量が減少している事例が多く見られますが、重油・石油から石炭へ

の燃料転換では、排出ガス量が増加する事例も見られます。 

平成以降に転換後運転開始が行われた、または予定されている事例のうち、燃料

転換に伴い自主的な環境アセスメントを実施していると回答のあった事例は、28 事

例中８事例にとどまりました。 

 

╩ ⇔√↓≤⅜№╢ ⌐ ⇔≡⁸ ─ ─ ╛⁸

╟╡╟™ ─√╘─ ה ─ ⌐≈™≡ ╩ ∫√≤↓

╤⁸ ─╟℮⌂ ⅜ ⅛∫√⁹╕√⁸ ▪☿☻ⱷfi♩ ╩ ∆╢ ⌐

∆╢ ≢│⁸ ⌐ ∆╢ ⅜ →╠╣√⁹ 

 

（温室効果ガスの排出） 

⌐ ∆╢ ≢│⁸ ה ⅛╠ ┼─ ≢│⁸

⌐ ™ CO2 ⅜ ⇔≡™╢ ⅜╖╠╣√ ─№∫√ ≢

⁹ 

⌐ ∆╢ ≢│⁸ 13≢ ╘╢

⌐ ⅜ ╢ ⅜№╢⁸ ≢Ᵽ▬○ⱴ☻ ≢№∫√ ⅜⁸

⁸ ⌐ ∆╢↓≤⅜ ↕╣╢⌂≥─ ⅜№∫√⁹ 

 

（大気環境等への影響） 

⌐ ∆╢ ≢│⁸SOx⁸NOx⁸┌™∂╪⌐≈™≡│⁸ ⌐№╦∑

≡ ⅜ ∂╠╣╢↓≤⌐╟∫≡⁸ ⅜ ⇔≡™╢ ⅜ ™⅜⁸

ה ⅛╠ ┼─ ≢│⁸ ⅜ ∆╢ ╙╖╠╣√⁹ 

⅜ ⇔≡™╢ ┼─ ≢│⁸ ╩ ⇔√

≢│ ⅜ ⇔≡™╢⅜⁸ ≤⇔≡─ ⌐│ ⅜⌂™╟℮ ⅜

↕╣≡™╢ ╙№∫√⁹√∞⇔⁸↓─╟℮⌂ ⅜ ↕╣≡™╢─│ ─

№∫√ ≢№∫√⁹ 

⌐ ∆╢ ≢│⁸ ⅎ┌ ╩ ⅛╠ ⌐ ∆╢ ⁸

∂╪─ ─ √⌂ ─ ⅜№╢⌂≥─ ⅜№∫√⁹ 

 

（よりよい環境保全のための意見聴取・情報交流） 

⌐ ∆╢ ≢│⁸ ⌐ ⅜ ╦╣√⁸╕√│

↕╣≡™╢ ─℮∟⁸ ⌐ ™ ⌂ ▪☿☻ⱷfi♩╩ ⇔≡™╢≤

                                                   
13 20 ─ ─ ⌐ ≠⅝⁸ ה ⅜ ∆╢╙─ 
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─№∫√ │⁸28 ⌐≤≥╕∫√⁹ ─ ┘ ⌐

╩ ∆√╘⁸ ⌐ ▪☿☻ⱷfi♩╩ ⇔√≤™℮ ⅜№╢ ⁸ ▪☿

☻ⱷfi♩ ─ ≢⌂™√╘⁸ ⌂ ▪☿☻ⱷfi♩╩ ⇔≡™⌂™≤

™℮ ⅜╖╠╣√⁹ 

╛ ≤─ ╩ ⇔≡™╢ ╙╖╠╣√⅜⁸

⌂ ╩ ∫√≤ ─№∫√ │⁸ ⌐ ⅜ ╦╣√⁸

╕√│ ↕╣≡™╢ 28 16 ≢№∫√⁹ 

⌐ ∆╢ ≢│⁸ ◖Ⱶꜙ♬◔כ◦ꜛfi ⅜ ≤⌂∫≡™⌂™

√╘⁸∕─ ⌐╟╡ ─ ⅜ ↕╣╢⌂≥─ ⅜№∫√⁹ 

⁸ ⌐ ≠⅝ ≤ ⇔⁸╕√ ≤ ╩ⱷfiⱣכ

≤∆╢ ╩ ⇔≡ ╩ ™⁸ ⇔√ ⅜№╢≤─ ╙№∫√⁹ 

 

 

図５ 燃料転換前後の環境負荷（調査結果） 
※調査により回答が得られたデータから作成 

○重油・石油から石炭等への燃料転換   

△重油・石油から LNG等への燃料転換 
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３．現在実施・検討されている対応策と課題・特徴等 

現在実施・検討されている主な対策としては、以下のものがあります。 

（１）電力業界による「自主的枠組み」（温室効果ガス排出削減対策） 

（２）条例に基づく環境アセスメント（大気環境等の保全対策） 

（３）自主的な環境アセスメント（よりよい環境保全のための意見聴取・情報交流の

推進） 

 

（１）電力業界による「自主的枠組み」 

│ ─≤⅔╡  

【課題・特徴等】 

ה ─ ⌐│ ╙ ↄ ╕╣╢⅜⁸₈ ╖₉│

⌐ ∆╢√╘⁸ ╩ ≤∆╢↓≤│ ↕╣≡™⌂™⁹ 

⌂⅔⁸ ⌐ ∆╢ │⁸ ─ ─ ≢

⇔≡™╢≤─ ⅜№∫√⁹ 

 

（２）条例に基づく環境アセスメント 

│ ─≤⅔╡  

【課題・特徴等】 

ה ⅜ ⌐ ⌐ ≠ↄ ▪☿☻ⱷfi♩─ ≤⌂∫≡™╢

│⌂™⁹ 

 

（３）自主的な環境アセスメント 

│ ─≤⅔╡  

【課題・特徴等】 

ᵑ ─ │ ─ ⌐ ↕╣≡⅔╡⁸ │ ⌐ ∂≡ ╡ ╪≢

™╢╙──⁸ ה ⌐ ⅜⌂™ ⌐ ╩ ∆√╘─ ⅜

≢№╢⁹ 

ᵒ ⌐ ∆╢ ≢│⁸ ╛ ⅛╠─ ה ─ ⅜

╠╣╢ ╙ ™⁹ 
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４．追加的な施策の検討に当たっての論点 

燃料転換における環境保全において、下記に示す追加的な個別の施策の効果や課題

について整理を行いました。 

（１）自主的な環境アセスメントの奨励（ガイドライン・事例集の作成など） 

（２）環境影響評価法の対象の見直し 

 

 ⌐⁸ ⁸ ⁸ ●☻ ─ ≢│⁸ ≢│ ╙ ⅜ ⇔

≡⅔╡⁸ ꜞ☻◒╛ ◖☻♩─ ⅛╠⁸ ╩ ∆╢ ⅜

⇔℮╢⁹╕√⁸ ה ⅛╠ ┼─ ⅜ ⅛╠ ↕╣

√∞↑≢╙ №╢↓≤⅜ ╠⅛≤⌂∫√⁹ 

≢⁸↓╣╕≢─ ≢│⁸ ⌐ ™ ⅜ ⇔≡™╢ ╙╖╠

╣⁸ ה ↕╣≡™╢ ⌐│∕╣∙╣⌐ ⅜№╢↓≤⅛╠⁸

⌐⅔↑╢ ⌐ ⇔⁸ ⌂ ⌐≈™≡⁸∕─ ≤ ╩ ∆╢⁹ 

⌂⅔⁸ ─ ⌐ √∫≡│⁸ ─ ─ ⌂≥╙ ╕ⅎ≈≈⁸

⅜≥─ ↕╣╢⅛─ ⇔ ╩ ∆╢═⅝≤─ ⅜№∫√⁹ 

 

（１）自主的な環境アセスメントの奨励（ガイドライン・事例集の作成など） 

⌂ ▪☿☻ⱷfi♩⌐⅔™≡⁸ ─ ╙ ╕ⅎ≈≈⁸ ⌐ ≠ↄ

▪☿☻ⱷfi♩≤ ─ ⌐≈™≡ ╩ ™⁸ ≤─◖Ⱶꜙ♬◔כ◦ꜛfi╙

⌐ ╘≡™╢ ⅜№╢≤─ ⅜№∫√⁹↓─╟℮⌂ ╙ ⌐⇔≈≈⁸

⌂ ▪☿☻ⱷfi♩╩ ℮√╘─●▬♪ꜝ▬fiה ╩ ∆╢↓≤≢⁸ ⌂

▪☿☻ⱷfi♩⌐≈™≡ ─ ╩ ≈↓≤⅜≢⅝╢≤ ⅎ╠╣╢⁹ 

【課題・特徴等】 

ᵑ ─ │ ─ ⌐ ↕╣≡⅔╡⁸ │ ⌐ ∂≡ ╡ ╪≢

™╢╙──⁸ ה ⌐ ⅜⌂™ ⌐ ╩ ∆√╘─ ⅜

≢№╢⁹ 

ᵒ●▬♪ꜝ▬fiה ⅜ ↕╣╢↓≤⅜ ≢№╡⁸∕─√╘─ ╩ ∆╢

⅜№╢≤─ ⅜№∫√⁹ 

 

（２）環境影響評価法の対象の見直し 

─ ⅜ ≢№╣┌ ▪☿☻ⱷfi♩⅜ ≢№╢─⌐⁸

⌐∏╠⇔√ │ ≤⌂╢─│ ≢№╢≤─ ⅜№∫√⁹ ╩

─ ≤∆╣┌⁸↓─╟℮⌂ │ ↕╣╢⁹⌂⅔⁸ │

⌐╟∫≡ ⅜ ╠╣≡™╢≤─ ╙№∫√⁹ 

 

【課題・特徴等】 

─≡═∆ה ▪☿☻ⱷfi♩ ╩ ↑╢≤ ⌐╙⌂╢─≢⁸ ∆
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╢↓≤╙ ≢│⌂™⅛≤─ ⅜№∫√⁹╕√⁸ ─ ⁸ ⅜

╦╠∏⁸ ╙ ↕╣⁸ ≤─◖Ⱶꜙ♬◔כ◦ꜛfi╩ ╡⌂⅜╠

─ ╙ ╘≡™╢↓≤⅛╠⁸ ≤ ═≡ │ ≢№╡⁸ ≤ ꜠

ⱬꜟ─ ▪☿☻ⱷfi♩│ ≢№╢≤─ ⅜№∫√⁹ 

 



34 

おわりに 

 

≢│⁸ ┘ ⌐≈™≡⁸ ─ └

∫ ╛ ◦☻♥ⱶ ─ ╩╘←╢ ╩ ≤⇔√⁸ ─ ╩ ╕

ⅎ√ ─ ≤⁸∕╣⌐ ⇔ ה ↕╣≡™╢ ⌐≈™≡

ה ⇔⁸∕─ ≢⁸ ⌂ ─ ⌐≈™≡ ╩ ∫√⁹∕─ ≢│⁸

ה ⌐ ∆╢ ╛⁸ ⌐ ∆╢ⱥ▪ꜞfi◓⁸ ╩ ™⁸

─ ⁸ ⌐ ╘√⁹⇔⅛⇔⌂⅜╠⁸ ─ ╛ ∆╢ ─

│ │כ♄ꜟⱱ◒כ♥☻⁸╡№≢₁ ⌐╦√╡⁸╕√ ╩≤╡╕ↄ

│ ₁ ₁≤ ⇔≡™╢↓≤⅛╠⁸ ⌂ ╩ ∆╢√╘⌐│⁸ ─

╛ ⌐ ∆╢ ╛ ⅛╠─ ⁸ ⌐≈™≡─ ─

⅜ ≢№╢⁹ 

╕√⁸ ≢№╢12 13 ⌐│⁸ ⌐ ╦╢ ●☻

─√╘─ √⌂ ╖≤⇔≡⁸Ɽꜞ ⅜ ↕╣√⁹Ɽꜞ ⌐⅔™≡⁸

ϴ ⅜ ─ ≤⌂╡⁸↓─ ╩ ∆╢√╘ ≤ ─Ᵽꜝfi

☻╩ ⌐ ∆╢↓≤╩ ∆≤↕╣√↓≤ ╩ ╕ⅎ⁸ ≤⇔≡╙

≢─ ⌐ ↑≡⁸ ⁸ ⌐ ∆╢ ⅜№╢⁹

21 COP21⌐⅔™≡╙⁸ │ ┼─ ╩

⌐ ⇔≡™ↄ↓≤╩ ⇔≡™╢⁹ 

∕─ ≢│⁸ ≢≤╡╕≤╘√⁸ ┘ ─

⌐ ∆╢ ≤ │⁸ ─ ╩ ╕ⅎ√╙─≢№╢⁹ ⌐⅔™≡│ ⅝

⅝⁸ ⁸ ⁸ ⁸NPO ─ ╩ ↄ ⅝⁸╕√

≤╙ ⌐ ⇔≈≈⁸ ⌂ ─ ╙ ╕ⅎ⁸ ╢↓≤⌂ↄ ⌂

─ ╙ ╘√ ⌂╢ ╩ ∫≡™ↄ↓≤⅜ ≢№╢⁹ 
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─ ⌐ ∆╢   

 

      

 

   ♥◒ⱡ☻    

 

      

 

       

 

   ◦♬▪     

 

      

 

ה       

 

    

 

    ◄◒▬♥▫  
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─ ⌐ ∆╢   

 

１．検討会 

平成 27年８月３日 第１回検討会 

 ─ ⌐≈™≡ 

 ╩ ╡ ↄ ⌐≈™≡ 

 ─ ≤ ─ ⌐≈™≡ 

 ─ ≤ ─ ⌐≈™≡ 

 ꜟכꜙ☺◔☻─ 

 ∕─  

平成 27年 10月１日 第２回検討会 

 ⌐≈™≡ 

 ⌐≈™≡ 

ה     ─ ⌐ ∆╢ ≤  

ה     ─ ⌐ ∆╢ ─ ⅎ  

fi▬ꜝ♪▬●ה     ≤╡╕≤╘  

 ⌐≈™≡ 

ה     ⌐⅔↑╢ ≤ ⁸ ─ ─  

 ∕─  

平成 27年 11月 20日 第３回検討会 

 ⌐≈™≡ 

 ─ ⌐ ∆╢ ─ ⅎ ⌐≈™≡ 

 ─ ⌐ ∆╢ ה ≤ ⅎ ─ 

≤╡╕≤╘ ⌐≈™≡ 

 ●▬♪ꜝ▬fi ≤╡╕≤╘ ─ ⌐≈™≡ 

 ∕─  

 

２．関係団体からのヒアリング 

平成 27年 ９月 10日 第１回（非公開） 

平成 27年 10月 14日 第２回（非公開） 

 

３．関係施設の現地視察 

平成 27年 ９月 ３日 第１回 

平成 27年 10月 30日 第２回 


